



















































































































































































































































































































































































































































































































































































































9月 10月 11月 12月1月
大　　塊 517 468 884 738 1，226
小　　塊 420 380 180 450 530


















































































































































































































































ドイ　ツ 891，700（66．5％） 951，800（68．0％） 932，200（69．0％）
イギリス 83，200（6．0％） 76，700（5．5％） 67，600（5．0％）
（72）　“Committee　of　Imperial　Defence，　Principle　Supply　Officers　Committee，　Ninth　Annual　Report，”
　　（August　1，1931－July　31，1932），　p．　11，　CAC，　WEIR／18／3．
（73）　大恐慌以後のドイツ製品の輸出については上林，前掲『経営研究』第96号を参照。
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リス海軍省はB＆S社による先端機器の輸出に対して規制を設けている。従来，放任されてい
た機器の輸出は技術漏えいが本格的に危惧されるようになったのである。対象はペリスコープを
はじめとする最先端軍用機器であり光学機器全体からすれば一部ではあるものの，戦間期に機器
製造業者の輸出活動は制限されていたのである㈹。
③　光学ガラス製造業者の再編
　では，個々の製造業者はいかにして軍需低迷の時代を乗り越えようとしたのだろうか。光学ガ
ラス製造業者と機器製造業者の動向をそれぞれ振り返ってみよう。
　チャンス社は軍需の減少を漫然と傍観していたわけではなかった。グラスファイバー，耐熱ガ
ラス，防音ガラス，絶縁ガラス，強化プラスティックなど各種新製品開発に成功し，市場を開拓
しつつあった。しかし，光学ガラスをはじめとする多様な製品すべての設備をチャンスー社で維
持することは不可能であった。
　このような状況を鑑みて，チャンス社取締役ウォルター・チャンス（Chance，　W．）は製品の整
理・集中を企図し，板ガラス生産ですでに成功していた業界大手のピルキントン社（Pilkington
Brothers）に株式の大部分を売却することを申し出ている（1936年）（75）。
　ピルキントン社はチャンス社の申し出を受け入れると同時に，チャンス社の新技術を活かして
グラスファイバー製造に特化したグラスファイバー社（Glass　Fiber　Ltd．：1938年）をあらたに
設立することで，以後，チャンス社は光学ガラスの開発と生産に専念することが可能となった。
　戦間期，多様なガラス需要を切り開いたのは航空機と自動車であった。自動車用窓ガラスには
歪みがないことに加えて強度が求められ，さらに衝撃による破損を防ぐべく，安全ガラス（合わ
せガラス）の開発が促されたのである。ピルキントン社の主たる製品は従来住居用のガラスであっ
たが，フォード社と共同で車両用板ガラスの大量生産に成功し，1920年代急速に成長を遂げる
ことに成功した㈹。
　各種ガラスの開発によって技術的な進歩が認められながらも，チャンス社は1920年代を通じ
て光学ガラス生産で毎年4～500ポンドの損失を計上し，けっして順風満帆とは言えなかった。
大戦直後には毎年1，000ポンドの損失を計上していた。
　このような悪条件の下でチャンスに光学ガラス生産を継続させた背景には2つの事情が考えら
れる。まず，第一次世界大戦中にチャンス社が軍需省と結んだ協定である。チャンス社は恒常的
に損失があっても政府に指定されたガラス備蓄量を維持するという文言を遵守し，またその協定
の年限は10年間とされていた。
（74）　拙稿，2005年を参照。
（75）Barker，　op．　cit．，　p．211．1900年代，ピルキントン社は既にイギリスにおける板ガラス生産の首位にあっ
　　た。板ガラスは家屋に利用されるため光学ガラスに比べて比較的安定した需要があったこと，また圧延
　成型技術の改良に成功したことがその背景として指摘されている。
（76）　Barker，（）p．　cit．，213．
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　もう一点の理由は，チャンス社の光学ガラス生産に対する自負である。軍需省の資本注入とチャ
ンス社の技術提供によって設立されたダービー製作所は，戦後，パーソンズ（Sir　Parsons，　C．）
によって継承された。この一件が，イギリスで唯一光学ガラス生産に従事してきたチャンス社の
自負，対抗意識を強め，損益を別にして同社に光学事業の継続を促す結果となったと考えられる
（そのつけが30年代半ばのピルキントン社への身売りであった）㈹。
　ところで，パーソンズは蒸気夕一ビンの研究・開発で名を博した技術者であった。彼はまず光
学機器製造業者ロス社（Ross　Ltd．）の経営権を確保したのち，望遠鏡製造業者であったハワー
ド・グラブズ製作所（Howard　Grubb’s　Telescopes　Works）を買い取り，先に触れた光学ガラ
ス製造工場ダービー製作所を1922年に買い取った。いずれも軍需減少のあおりを受けて経営難
に陥っていた機器製造業者であった。収益が見込まれない光学や機器製造分野に精力的に参入す
るパーソンズの狙いは，彼自身の知的好奇心や探究心の追求にあったようだ。
　パーソンズは自らが設計した天体用大型望遠鏡を製造するため，ハワード・グラブズ製作所を
セント・アルバンズ（St．　Albans）からニューカッスルに移転させ，さらに大型望遠鏡用レンズ
に用いる大ガラスブロックを製造するためにダービー製作所を購入したのである（78）。その結果，
ダービー製作所はパーソンズ光学ガラス会社（The　Parsons　Optical　Glass　Co．）と改称した。
　パーソンズの損失を厭わない研究が功を奏したのであろうか，実験を重ねた末，従来の増塙よ
りもガラス生産量を増加することに成功した。溶融したガラスから製品として利用できる良質な
ガラスブロックは一増塙あたり多くて50％，さらに好条件の際は60％にまで改良されたのであ
る。チャンス社の平均である約20～30％と比較すれば，パーソンズの成果は上出来であったと
言えよう。
　このような改良がダービー工場の製造コスト削減に役立っていたかどうかは残念ながらわから
ないが，少なくともイギリスでの光学ガラス生産に一定の進歩があったことは評価に値する。
　しかし，当然のことながらこのような趣味が高じて運営された企業の業績は芳しくなく，私財
40，000ポンドを投じながらも光学ガラス生産では20年代を通じて損失を重ねていた（図2，3）。
会社全体の損失額も1922～29年で合計およそ33，000ポンドに上っている。ただし，20年代後半
になると（1927～29年），クックやロス，ダルメイヤー，テイラー・テイラー＆ホブスン，レイ
など国内の主要な光学部品・機器製造業者約30社に対してパーソンズは光学ガラスを販売して
おり，さらにドイツのライツ社（E．Leitz）を含むアメリカ，日本，フランスなど海外8社にも
販売先を拡大しつつあった。自賛とは言え，ガラスの種類によっては品質がツァイスのイェナ製
と同等かそれ以上の均質性・透過性を達成したとも記されており，このようなパーソンズ社の様
子は同社の会計士プライスによって商務院に詳細な報告が送られている。
（77）　Report　by　lnstructor　Captain　T．　C．　Baker，　R，　N．，　on　the　position　of　Optical　Glass　Manufacture　in
　Great　Britain，　p．5，　NA　Kew，　T　l61／546／109166．チャンス社の経営権は1955年ピルキントン側に完
　全に移管され，Chance　Pilkington　Optical　Works（1957年）として再編成された。
（78）Williams，　op．　cit．，1994，　pp．110－112（永平他，前掲訳書，　pp．　149－152）．
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図2　パーソンズ（1日ダービー）社による光学ガラス販売量推移（1918～1929年）
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　出典：Price，　Water　House＆Co．　to　The　President　of　the　Board　of　Trade，
　　　10th　April，1930，　p，2，　NA　Kew，　T　161／546／109166より作成。
図3　パーソンズ社の光学ガラス生産に伴う損失額推移（1921～1929年）
「生産方法のさらなる改良の結果，ダービー工場は近い将来自立（self－supporting）するだ
ろう。とはいえ，政府が戦中にダービーと結んだ協定の精神を遵守し，キーインダストリー
が一層強化されてはじめてイギリス国内での高品質な光学ガラス生産が継続可能となる。こ
の2点を考慮しない限り，ダービーの現在の基盤は維持されないだろう。光学ガラス製造業
が少なくとも数年以内に魅力的な事業として急速に財務状況が好転するとは考えられない。
現状の発展を放棄することは熟練技術を有するスタッフを四散させ，回復の可能性を排除す
るだけでなく，海外のキーインダストリーに敗北する結果となるだろう」（79）。
　もちろん，先述した産業保護法の効果が全く無かったというわけではない。同時代人の感覚と
してだがパーソンズ社の会計士は同法が1936年まで継続されている点を好意的に評価している。
すなわち，同法の下ではドイツ製品がイギリス国内市場にてパーソンズ製品を完全に駆逐するこ
（79）Price，　Water　House＆Co．　to　the　President　of　the　Board　of　Trade，　10th　April，1930，　p．2，　NA　Kew，
　Tl61／546／109166。
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とができないため，パーソンズの光学ガラス生産が莫大な利益を生み出すことは無くとも，現状
の研究を維持し，新種ガラスの開発や生産方法の改善を進める余地があるという考えによるもの
であった。
　つまり，同法が無ければイギリス光学産業は壊滅的な状況に陥ったかもしれないが，だからと
言って同法の効果を高く評価できるわけではなく，かろうじて国内市場が残されているという状
況に過ぎなかったことがわかる。この点に関しては，ウィリアムズも世界市場から見ればわずか
ではあるが，産業保護法によって光学産業はイギリス国内市場を確保することができたと論じて
いる（8e）。
　1925年以後，販売量の増加に伴いパーソンズのガラス生産に伴う損失額はわずかに減少して
いくものの（図3），損失が継続していた状況に変わりはなかった。その理由として，人件費と
光学ガラスの備蓄が考えられる。とくに後者のガラス備蓄は第一次世界大戦中に軍需省とダービー
社の間で結ばれた協定がパーソンズに引き継がれていたことによるものであった。かつて協定の
条文には備蓄を強要することで「企業に損失を押し付けるのではない，ガラス生産から妥当な利
益を得る権利を認ある」（8’）と明言されていたものの，光学ガラス製造から利益を得るには大量の
受注が必要であり，当然のことながら大量の軍需は無かったのである。
　チャンス，パーソンズ（ダービー）に続き，B＆S社の状況はどうだったのか。先に見たよう
にB＆S社は大戦中に光学ガラスの内製に成功した。大戦後も引き続き自社で必要なガラスを
製造・実験していたが他の製造業者への販売は一切しなかった。このような他社の状況に我関せ
ずという姿勢はB＆S社らしいと評価できるかもしれないが，B＆S社の経営も磐石であったわ
けではない。
　最後に1930年前後における以上3社のガラス溶融設備の状況についてまとめておこう。まず，
チャンスは炉1増禍2を利用し，35回の溶融で1年あたり10，0001bsを生産し，パーソンズは
炉・柑塙ともに一つずつ設備し，50回の溶融にて1年あたり16，000・lbsを生産し，　B＆S社は二
つの炉（一基はチャンスやパーソンズと同規模，もう一基は半分の大きさ）で1年あたり4，000
1bsを生産していた。いずれもフル稼働ではないが，炉と増塙の数からすると技術改良の影響だ
ろうか，パーソンズの生産力の高さが際立っていよう。
　以上から，先述した帝国防衛委員会の報告書の結論部分を補足すれば，イギリスで生産される
光学ガラスは質的には向上しつつあり，さらに20年代半ば以降生産される量も徐々に増加し
つつあった。だが，損失を補ってなお余りあるほどの大量軍需の支えが無いため，利益を生み出
すまでには至らず，将来的に危機的な状況に陥る可能性があったとまとめることができよう。
　以上，1920年代における3社による光学ガラス生産を見てきたが，その特異さは以下の一文
（80）Williams，　op．　cit．，　pp．156－157（永平他，前掲訳書，　pp．210－211），
（81）Secretary　of　State　for　War，　the　Admiralty，　and　the　Minister　of　Munitions　with　Wood　Brothers
　Glass　Company　Limited　and　The　Derby　Crown　Glass　Company，　Limited，　Agreement　for　the
　Manufacture　and　Supply　of　Optical　Glass，　NA　Kew，　T　161／546／109166．
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にも端的に表れている。
「わが国の光学ガラス生産は際立って珍しい状況にある。一つは民間の一個人による贅沢な
趣味であり，もう一社は採算が取れず（中略），（にもかかわらず）事業を諦めそうにない。
（中略）防衛にもっとも重要な装備の一つ（光学機器）は，パーソンズとチャンス社の慈善
心と愛国心に委ねられているのである」（カッコ内中略および注引用者）（82）。
（4）光学機器製造業者の再編
　戦間期，機器製造業者はガラス製造業者よりもめまぐるしく再編を繰り返していた。とくに軍
用機器に関与する製造業者の多くは縮小や吸収・合併を経験し，競争に耐えられない者は淘汰さ
れていった。以下，いくつかの例を見てみよう。
　第一次世界大戦中，軍需省のOMGDの監督下に入った科学機器製造業者の一つにネグレッティ・
ザンブラ社（Negretti＆Zambra）がある。同社は，海軍需要の増加に合わせて19世紀末より
望遠鏡，経緯儀，水準器，照準器，気象計など様々な機器の製造に従事していたが，幅広い分野
には対応できないと判断し，大戦後，光学機器の製造を中止し，産業や航空機用精密機器の製造
に集中することを決定した（83）。
　ヨークのクック社（T．Cooke＆Sons　Ltd．）は，戦前からヴィッカーズ社が設計した航空機
用機器の製造に従事しており，軍用光学機器分野で著名な製造業者の一つであった（8‘）。ヴィッ
カーズ社はクック社の開発を担当していたポレンによる射撃管制機器製造能力の獲得を企図し，
1915年にクック社の株式の70％を獲得した。総合的軍需産業を志向し多角化を推進していたヴィッ
カーズ社にとって，クック社の保有は当然の結果であったと言えようく85）。
　大戦後，ヴィッカーズ社は精密機器製造業者であったケントのトラウトン＆シムズ社
（Troughton＆Simms　Ltd．）とクック社を合併させることで無駄な競争を排除して同社の経営
の安定化を図ろうとした。その結果，1922年にはトラウト＆シムズとクックの両社はヴィッカー
ズ社の仲介によって，クック，トラウトン＆シムズ社（Cooke，　Troughton＆Simms　Ltd．）を設
立する。しかし，光学機器の需要は低迷し続け，同社は短命に終わった。そして1924年に同社は
（82）Ibid．，　p．6．いつ飽きられるかわからないパーソンズの贅沢な趣味は政府にとって悩みの種であったよ
　　うだ。パーソンズ自身が高齢であることから彼の相続人が光学ガラス事業を引き継ぐかどうかわからな
　　かったからである。なお，1931年にパーソンズは死去し，ガラス事業の継承について遺産相続人2名
　　と話し合いを進めている。
（83）Read，　W．　J．，‘History　of　the　firm　Negretti＆Zambra，’　Bulletin　of　the　Scientific　lnstrament　Society，
　　1985，No．5，　p．8．
（84）　Scott，　J．　D．，　Vicleers，　A　Histo7），，　London，1962，　p。132．
（85）Cooke，　Troughton＆Simms　Ltd．，　Cambridge　University　Library（以下，　CULと略記），　VA　771．
　　測距儀および射撃指揮統制システムを開発していたポレンはア）レゴ社（Argo　CQ．）の取締役であると
　　同時に，クック社の株式をも保有していた。またアルゴ社の開発した機器はクック社によって製造され
　　ていた。ヴィッカーズ社による吸収・合併の概観は，安部悦生「イギリス持株会社と管理一20世紀
　　初頭から第二次大戦まで一」『経営論集』第37巻第2号，1989年を参照。
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自発的に破産し，資産一切をヴィッカーズ社に譲渡したうえで新たに同名の会社が設立された（s6）。
　プリズムなど光学部品製造業者であったアダム・ヒルガー社は，19世紀末より続いてきた老
舗であり，B＆S社で用いられる光学部品の外注先でもあった。しかし，大戦中にB＆S社が光
学ガラス工場建設を決定したため，以後B＆S社からの発注は望めなくなった。とはいえ，大
戦前の段階でB＆S社はアダム・ヒルガー社の粗悪な光学部品によって機器性能が左右される
ことに悩まされており，光学部品の社内製造を試み，レンズ研磨，計算，プリズム製造などのガ
ラス加工能力の習得を目指していたため，アダム・ヒルガー社への発注量は徐々に減少していた
ものと思われる（87）。
　B＆S社という大型顧客の喪失と戦後の軍需減少を危惧したアダム・ヒルガー社取締役トワイ
マン（Twyman，　F．）は，ヨークの光学機器製造業者クック社からの合併の提案を受け入れ，自
社の株式の60％を同社に譲渡した。しかし，残念ながらトワイマンの選択は吉と出なかった。
先述のように20年代に入りクック社そのものが業績を悪化させ，吸収・合併の波にさらされて
しまったからである。トワイマンはクック社の株式の大部分がヴィッカーズ社によって保有され
ていることを知らず，ヴィッカーズ社主導によるアダム・ヒルガーを含むクック関連会社の管理
に従うことはできないと主張し，1926年ごろにあらためて株式を買い取ることとなった（8s）。
　このように，主要な光学機器製造業者が吸収・合併の波にもまれた一方で，B＆S社は異例で
あった。開業以来，常に孤高の存在であり続けたのである。
　B＆S社は，大戦前は世界各国への軍需で成長したイギリスの光学機器製造業者として稀有な
存在であった。大戦中にはフランス製光学ガラス輸入をめぐってフランス向けレンジファインダー
輸出を行うという重要な位置にあり，自社の相対的独自性を背景として，大英帝国唯一の総合的
な光学機器製造業者として成長した。しかし，1920年代になると軍用光学機器の海外輸出の伸
び悩みと民間市場開拓の失敗という二重苦を経験する。そして，打開策の無いまま，B＆S社は
量的には多いとは言えないものの国内軍需への依存，言い換えれば，イギリス海軍省の光学・精
密機器研究開発部門に徹することで戦間期を生き長らえることとなった（89）。
　以上，軍縮期における機器製造業者の再編を見てきたが，イギリス光学産業は1935年の再軍
備によって息を吹き返すこととなる。イギリス光学産業にとって軍需の重要性は四半世紀を経て
もなんら変化することがなかったのである。
（86）CUL，　VA　771．カタログ序文。
（87）H．D．∫ackson　to　W．　Taylor，3rd　June　1903，　GUBRC，　UGD　295／26／1／25．
（88）Williams，　op．　cit．，1994，　pp．110－111（永平他，前掲訳書，　pp．148－149）．ウィリアムズはB＆S社が
　戦前に自社の光学ガラス工場建設を決定したと指摘しているが，それを示すB＆S社側資料は見つかっ
　ていない。いずれにせよ，B＆S社は大戦前に光学部品の加工を可能とし，大戦中には光学ガラス生産
　を可能にしている。
（89）　拙稿，2005年を参照。
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まとめに代えて
　以上，第一次世界大戦から戦間期におけるイギリス光学産業の構造変化を光学産業と政府との
関係，とりわけ軍需に注目し考察してきた。大戦前のドイツ・フランス依存，軍需省による監督，
そして産業保護法による保護，業界再編という流れのなかで第一次世界大戦がターニングポイン
トであったことが明らかとなった。
　本稿が確認した点を大戦前，戦中および戦間期の順にあらためてまとめておこう。まず，第一
次世界大戦前，イギリス政府と光学産業の関係は緊密ではなかった。大きな市場となりえたであ
ろう陸軍需要は国内ではなくドイツの製造業者に流れていた。イギリス海軍も光学産業を保護・
育成せずに第一次世界大戦を迎えることとなる。
　光学にとどまらずイギリスの軍備は民間兵器産業に依存していたにもかかわらず，20世紀初
頭まで政府は国内民間兵器産業の生産能力の維持・発展に積極的に関与してこなかった。民間の
兵器生産能力を維持することができたのは，ひとえに兵器製造業者が海外諸国に対して積極的に
武器・艦艇輸出を行うことで技術・生産能力を維持・発展させたからであった。たしかに海外輸
出を可能とした要因の一つとして，イギリス政府が平時に武器輸出を規制せず放任していたこと
を指摘できるだろう。ただし，放任は政策として行われていたわけではないので積極的に評価す
ることは難しい。
　くわえて，アームストロング社やヴィッカーズ社など艦艇建造や火砲製造において競争力を有
する造船・造兵企業とは異なり，海外ならびに国内市場も早期よりドイツ製品に占められつつあっ
たイギリス光学産業にとって（B＆S社を除いて），戦前期，輸出は放任されていたが海外市場
に活路を見出すことは困難であった。さらに戦間期になるとB＆S社のように海軍省によって
先端機器の海外輸出が規制された例も見られた。
　第一次世界大戦が勃発すると，原材料のみならず製造能力の根本的な欠如という難局への対応
として，軍需省が創設された。同省の下で各種産業の整理，生産能力の拡充といった指導が強力
に進められた。
　残念ながら，戦後補償を欠いた拡充策によって，大戦直後より機器製造業者は過剰生産能力に
悩まされ，業界再編が促進された。戦争という特殊状況下で，イギリス光学産業がドイツ依存か
ら脱却しようと試みた点は評価できるものの，生産能力に見合った安定した市場を開拓すること
はできなかったのである。
　とはいえ，第一次世界大戦はイギリス政府と産業の関係において画期的な出来事であった（9°）。
それは国家の安全保障上重要とされる産業（ドイツに対して劣位にあった産業）をキーインダス
（90）産業動員への問題意識は既にボーア戦争において萌芽していたが，有効な対策はとられなかった
　（Trebilcock，　C．，“War　and　the　Failure　of　lndustrial　Mobilization：1899　and　1914，”in　Winter，　J．　M，
　ed．，　War　and　Economic　l）evelopment，　London，1975）o
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トリーとして保護させる必要性を政府に喚起させた点や教育・技術開発に対する取り組みに表れ
ている。
　1920年代，外国製品には関税が課され，光学ガラス・機器製造業者および本国・帝国市場の
保護が企図されたが，軍需は戦間期になると国内外を問わず減少してしまった。このような状況
下で，新規市場の開拓は製造業者や同業者協会の自助努力に委ねられ，政府が効果的な施策をと
ることはなかった。わずかに，DSIRが中心となって進めたBSIRAに対する補助金交付の事例
があるものの，製造業者らが直面していた僅少な需要とドイツ光学産業への対抗という問題の抜
本的解決には至らなかったのである。このような停滞のなかで，1930年代初頭にはイギリスの
光学ガラス生産は再び危機的な状況に陥っていた。
　以上から，軍需に依存していたイギリス光学産業の市場構造は，製造業者らの主体的な問題解
決能力よりも軍産関係や政府との関係によって大きく規定されるものであったと言えよう。なお，
本稿では紙幅の制約もあり，各製造業者らによる民間市場開拓への取り組みについて詳述できな
かった。今後の課題としたい。
【追記】
　本稿脱稿後にジョナサン・グラント（Grant，　J．　A．：フロリダ州立大学教授）による近著Rulers，　Guns，
and　Money（Harvard　University　Press，2007）ならびにBig、Business　in　Russia　：The　Putilov　Company
in　Late　imperial　Russia　1868－1917（University　of　Pittsburgh　Press，1997）に接する機会を得た。著者
来日中（2008年11月8日～15日）には，本稿の内容に関してさまざまな助言をいただいた。今後のさら
なる研究に活かしたい。
